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はじめに
「願い事は慎重に」という言葉を聞いたことがあるだろうか。過去約12年間の10版にわ
たるデロイト グローバルCPOサーベイにおいて、CPOは調達部門が決定権を持つことに
ついて述べてきた。新型コロナウイルスのパンデミックと前例のないサプライチェーンの混
乱を経て、成長を可能にし、インフレ／リスクを緩和し、価値を大幅に向上させることので
きる調達の必要性が高まった結果、ついにその日が来た。

調達部門への期待が著しく高まっているにもかかわらず、その規模を大幅に拡大しようとす
る企業はほとんど出てきていない。実際、多くの企業は、業務効率化の名の下に、調達部
門の規模を縮小しようとしており、その結果、CPOはより少ないリソースでより多くの業務
をこなさなければならない状況に陥っている。こうした状況と、優秀な調達人材の継続的
な不足や長年にわたる投資不足／人材育成不足が相まって、CPOの仕事はさらに困難な
ものとなっている1。

我々は、世界40ヵ国以上の約350人の調達リーダーから得た回答を振り返る中で、最も
成功している調達組織が投資している属性と能力を特定した。結果として、重点分野の多
くは、クリエイティブな運用モデルの構築、人材マネジメント（採用、育成、維持）、サプラ
イチェーン（およびその他の機能）のデジタル化に関するものであり、より具体的には、年々
拡大していると思われる提供価値の広がりに対して、先進的な調達組織がいかに効果的に
サービス提供を行っているかが明らかになった。
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幸いなことに、デジタル革命と人材アウトソーシングモデル（例えば、ハイブリッドマネージ
ドサービス）の成熟化は順調に進んでおり、CPOに活用の機会を提供するだけではなく、
これらを実際の効果に繋げられるようになってきている。この動向をより完全かつ効果的に
活用しているハイパフォーマーたる調達組織は、作業的な業務に追われることから脱却し
自動化を行うことで、より迅速で拡張性の高い、デジタル化された調達業務を構築している。
これらの組織は、ステークホルダーやサプライヤーを積極的に巻き込んでより大きな価値を
もたらし、最終的に競争優位性を生み出している。

この最新のサーベイは、これらのトップパフォー
マンスを発揮している調達チームが、いかに事
業部門リーダーや部門パートナー、サプライ
ヤーとの連携を強化してチームを「バリュー
オーケストレーター」へと成長させ、全員が同じ
「スコア」で競い合えるようにしているかを示し
ている。このオーケストレーションは、ハイブリッ
ドデリバリーサービスモデルやオープンタレン
トネットワークの利用拡大といった運用モデル
の再構成から、一歩先を行くデジタライゼー
ション、より高度で洗練された人材開発戦略に
至るまで、本サーベイで特定した、パフォーマ
ンスと価値の向上を促進することのできる様々
な能力の上に成り立っている。
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図1は、サーベイに回答した各CPOが、オーケストレーション能力の指標とそれに関連す
る価値提供パフォーマンスのレベルに対してどのようにランク付けされたかを示している。
調査の結果、オーケストレーターは確かにパフォーマンスが高く、統計的に強い相関関係が
あることが判明した。上位4分の1のオーケストレーターは、同業他社と比較して25％高
いパフォーマンスを発揮している。本サーベイでは、上位4分の1のパフォーマンスを発揮
しているオーケストレーターを「バリューオーケストレーター」と定義し、「フォロワー」との
比較を行うこととする。

優れたCPOは、音楽における指揮者と同様に、短期的な経済的価値の獲得を超えて、よ
り幅広いインパクトをもたらすことを目標として、パフォーマーと「オーディエンス」（顧客、
株主、規制当局など）に刺激を与えるような広範なパフォーマンスをオーケストレーション
する役割を担っている。トップCPOは、最高の人材を採用し、連携を維持し、明確で一貫し
たビジョンを伝えることによってトップパフォーマンスを鼓舞するという、卓越した「指揮者」
としての役割を担うようになってきている。これにより調達は、コスト削減や戦術的なS2P
（Source to Pay）の実行だけでなく、より全体的な価値創造というさらに高い次元の組織
目標を実現する上で、極めて重要な転換点に立たされている。パンデミックによってこれら
のシフトは早まったが、今後もその勢いを維持し、加速させなければならないことは間違い
ない。
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図1. バリューオーケストレーターとフォロワーの提供価値の比較

5

バリューオーケストレーター



提供価値（成果）

• 調達の「計画に対する実績」

• 以下に基づくステークホルダーへの影響範囲

－ステークホルダーの意思決定における積極的な役割
－ステークホルダー／「顧客」の満足度（自己申告）
－影響の質（エグゼクティブからの支持）
－調達レベルの影響力（積極的な調達支出ベース）
－労働生産性（FTEごとに管理される支出ベース）
－調達チームによるESGとCSRへの貢献

オーケストレーター（能力）

調査方法

仮説重視の定量的な視点からオーケストレーションとパフォーマンスの成果を測定、様々な
調達組織のパフォーマンスを相対評価の上、オーケストレーションが高いパフォーマンスを
生み出すという仮説を検証した。

Nature of Supplier Diversity Program

Monitor social and governance-related 
performance and emissions of supplier base

Utilization of agile development in IT, 
procurement, and the business

Improved talent and talent
management processes/practices

Flexible resourcing models
(e.g., hybrid sourcing models)

Process-oriented practices (e.g., 
sourcing criteria addressing supply risk)

Predictive analytics and advanced tech 
to improve rapid decision-making

Supply chain resilience and 
risk/compliance management

Supply market intelligence to improve 
sensing and prediction

Dynamic alignment with stakeholder 
objectives and metrics

Orchestrators (capabilities)

調査について

2011年以降、デロイト グローバルCPOサーベイは、調達の未来を形作る重要な課題や
機会に関する独自のインサイトを提供している。本サーベイは、調達部門に関する動向の
グローバルベンチマークとなっており、これらのインサイトは、長年にわたり、取締役会メン
バーや経営幹部、調達リーダー、ビジネスパートナー、サプライヤー、テクノロジープロバ
イダーが自身の展望、戦略、およびパフォーマンスを向上させる一助となってきた。

2023年のCPOサーベイはOdgers Berndston社の協力の下、調達テクノロジー企業で
あるSpend Mattersからの情報提供を受けて実施された。今回のサーベイでは、世界
40ヵ国以上を代表する約350人の調達リーダーから回答を得た。

ステークホルダーの目的および基準との 
ダイナミックな連携

柔軟な調達モデル 
（例：ハイブリッド調達モデル）

センシングと予測を向上する 
供給市場インテリジェンス

人材および人材管理についての 
改善されたプロセスと実践

サプライチェーンレジリエンスとリスク／ 
コンプライアンス管理

IT、調達、ビジネスにおける 
アジャイル開発の利用

迅速な意思決定を向上させるための 
予測分析と最新技術

社会およびガバナンス関連のパフォーマンスと 
サプライヤーベースの排出量の監視

プロセス重視のプラクティス 
（例：供給リスクに対処する調達基準）

サプライヤーダイバーシティ
プログラム
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価値の創出
調達部門が環境・社会・ガバナンス（ESG）という新たな第2の優先課題をはじめとする、
より広範なチャレンジに取り組んでいる2（図2）ことは良いニュースだが、残念なことにパ
フォーマンスが低下している（例えば、コスト削減目標を達成または上回った割合は、前回
調査時が84%であったのに対し、69%にとどまった）。さらに、ファイナンスや研究開発、
オペレーションといった他部門との業務連携におけるパフォーマンス（自己申告）は、最大
11%低下した。これは、おそらく調達グループが、パンデミック下における供給継続性の確
保や、直近でのインフレによるコスト圧力など、広範な課題への対処に追われ手薄になって
いたことを示している。

調達は、ますます増加する全社レベルの優先課題に対応しており、上位8つの優先課題の
間に統計的な差異はほとんどない（約9%の差異にとどまる）。コストは依然として重要な
柱である（調達に期待される貢献という点では最低限の要件であることは言うまでもない）
が、これらの重要な企業課題の多くは、常に存在するわけでも、調達のスコアカードに簡
単に追加されるわけでもない。サプライチェーン全体のリスクとレジリエンス、ビジネス変
革の取り組みを支援し推進するコンプライアンス要件の変化への対応、価格上昇の抑制（多
くの場合、調達が与える真の影響を予測し伝達することが非常に困難）などは、定量化し
測定することが困難な場合が多い。

業務の効率化74% ESGとCSRの
強化72% デジタルトランス

フォーメーション72%

リスク管理の強化69% サプライチェーンの
レジリエンス向上68% 新製品・サービスの導入や

新市場への進出65%

コスト削減による
利益率の向上71%

有機的な拡大65%

2021年の優先課題上位4項目は、業務の効率化（78%）、コスト削減（76%）、デジタル
トランスフォーメーション（76%）、イノベーション（73%）で、ESG（68%）は第7位にラン
クされている。

図2. 2023年の企業の最優先課題
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調達の「サービスポートフォリオ」の幅が広がるにつれて、特にコスト削減の成果に関連す
る対ステークホルダーへのパフォーマンスが低下しているように見受けられる（サプライヤー
に対するパフォーマンスも同様） （p.22の「調達におけるAI」のセクションを参照）。調達は
確かに、ビジネス状況に対応するために迅速に活動を展開していたと思われるが（例えば、
サプライヤーの値上げを食い止めようとしたり、供給ラインの流れを維持しようとしたりする
など）、調達に求められていることは、ただ素早いというだけの行動でなく、的確な判断に
基づく迅速な行動である。社内で設定された戦略的優先課題やプログラムの実現に向けた
取り組みを維持しながら、パンデミックへの対応や値上げ圧力などの外的要因に対処する
ことが、この2023年の「オーケストレーション」に関する調査の主旨である。

さらに、バリューオーケストレーターとフォロワーの間の格差がやや広がっていることに留意
する必要がある。このことは重点分野の違いに明確に表れている。平均して、バリューオー
ケストレーターである企業は少なくとも5つの分野を主な重点分野としているのに対し、フォ
ロワー企業は約3つの分野のみであり、フォロワー企業の多くは業務の効率化（71%）とデ
ジタルトランスフォーメーション（70%）の推進に注力している。過去12ヵ月間の調達部門
のパフォーマンスについて尋ねたところ、バリューオーケストレーターはフォロワーと比較し
て、コスト回避（32%）、コスト削減（51%）、社内ステークホルダーの管理（57%）、リスク
管理（48%）、サプライヤーパフォーマンス（109%）、サステナビリティ（58%）の分野ではる
かに高いパフォーマンスを発揮している。

サプライヤーとの連携強化61% デジタルトランスフォーメー
ションへの投資42% 需要管理の強化37%

既存サプライヤーとの
再交渉36% トータルライフサイクルコスト

／総所有コストの削減29% サプライベースの再構築25%

これらの戦略的ビジネス優先課題を背景に、CPOは価値提供のために何に注力している
のだろうか。その答えは、主に �サプライヤーに関連する取り組み�であるということが言え
そうだ（図3）。サプライヤーとの連携強化（1位）と再交渉（4位）は、どちらも強力なカテ
ゴリー管理、優れたデータの透明性、および信頼を必要とするものであり、高度アナリティ
クス（本レポートの後半で詳述）から大きな恩恵を受けるとともに、第2位のデジタルトラ
ンスフォーメーション戦略によってその一部を実現することができる。

図3. 2023年に最大の価値をもたらすトップ戦略
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コスト削減の状況

• 今回の調査では、前回調査で「Top3」にランクしたコスト削減による企業利益率
の向上の優先度がやや下がり（挙げた企業の割合が7%減少）、全体の優先順位
では4位という結果になった。しかし、2021年の調査と同様に、この項目は「主
な重点分野」として最も多く挙げられており（企業の43%）、組織が抱えるリスク
の圧倒的1位であるインフレ（59%が最大のリスクと回答）への対応が強く意識さ
れていることを反映している。

• 上記により、コスト削減に関して、CPOの「計画に対する実績」の比率が22%低
下した。目標を達成したのはわずか30%であり（前回の調査では50%）、20%近
くがコスト削減目標を縮小せざるを得なかった。直近のCPOとの会話に鑑みると、
特に市場の軟化の影響により、目標に対する遅れは挽回される見込みだ。

• しかし、スタグフレーション（経済不況下での物価上昇）をきっかけに、CPOはコス
ト回避（または市場に対するパフォーマンス）と、収益向上とイノベーションの実現
（測定した企業の半数）に関して、計画通りの実績を維持することができた。
• 今後については、利益率の向上が「主な重点分野」として最も多く挙げられており
（企業の43%）、40%の企業が、総コストの削減と価値向上に向けてカテゴリ管理
とサプライヤーとの連携を強化するための主な重点分野として、業務効率化とデ
ジタルトランスフォーメーションを挙げている。

どのような組織であれ、調達の核となる提供価値を間違えることがあってはならない。エキ
サイティングかつ新たな優先課題の波に乗りながらコスト競争力を維持できると考えている
CPOは、現実の難しさにショックを受けることになるだろう。不確実な市場が停滞の一途
をたどる中、今や「どちらか一方」ではなく「複数」の選択肢を考慮しなければならない状
況にある。2023年の残り期間、そしておそらく2024年に入ってからも、過去12ヵ月以上
にわたる上昇分を取り戻し、商品価格が再び下落するにつれて契約をリセットし、市場や
経済の回復に伴う需要増加に対応するためにサプライヤーと連携して生産体制を強化する
（特に、「選ばれる顧客」の地位は困難な時期に獲得できることが多い、または最も獲得し
やすいため）など、やらなければならない仕事が山積している。我々は既にCFOがコスト
に厳しい目を向けているのを目の当たりにしている。CFOは、今後12ヵ月間の最優先課
題が引き続きコスト管理とコスト削減であることに同意しており、調達リーダーはこの最も
古典的な類の調達目標に全力を注いでいかなければならない。

第3位が需要管理の強化であることは心強い。コストとリスクに最も大きな影響を与える
ことができるのは、内部のステークホルダー、さらには外部の顧客とともに需要そのものを
定義するときであることは言うまでもない。仕様、数量／数量に関するコミットメント、購
入時期などの策定を支援するのは大変なミッションであり、多くの調達組織がより強力な役
割を果たす必要がある分野であることは言うまでもない。
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より少ないコストでより多くの成果を 
達成する方法
過去2回のデロイトCPOサーベイでは、「複雑性対応の熟練者」と「アジリティ」の特性を
測定し、ビジネスの不安定さが一層増す中でそれらが調達のパフォーマンスに影響を与え
るかどうかを確認した。実際、これらの特性による影響があることが確認されている一方で、
ケイパビリティや生産能力のリソースギャップに関する実行上の課題（部門外での可視性の
欠如と並んでCPOが最も懸念している課題の第1位）、調達運用モデルを拡張してステー
クホルダーと供給市場の双方と強い連携を保つことの難しさといった点も、利益減少の影
響要素となっている。

我々は、様々な国・業界の様々な規模のクライアン
トと直接これらの問題に取り組んできた。その結果、
今年の調査では「オーケストレーション」の特徴を
特定して取り入れることができ、最も効果的な調達
チームが同業他社をどのように凌駕しているかを確
認することができた。バリューオーケストレーターが
課題や制約に対処しながら、コミットメントを達成さ
せるために注力している主な分野が次の3つである
ことが分かった。

• 運用モデルの設計

• 人材戦略

• デジタル化の成熟度

CPOがバリューチェーンを変革し、サードパーティの管理を強化し、基本的な
サプライヤーのコスト削減とリスク軽減を超えて企業価値を最大化するために
は、「オーケストレーション」というケイパビリティを組織に構築することが必要
で、CPO自身はその過程において主導的な役割を発揮しなければならない。

以下のセクションでは、これらの各分野を探求して調査から学んだことを説明し、調達の真
の可能性を実現する上で何が最も重要かを掘り下げていく。
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運用モデルの設計

オーケストレーションの最も基本的な側面は、「運用モデル」に関するものである。通常、こ
の用語を使用する場合は、機能をセットアップする際の様々なレイヤーの構成を指す。

具体的には、本レポートでは組織（特に構造設計）と統合を中心に取り上げる。

組織面では、ビジネスエンゲージメント、ソーシング、契約、リスク管理、データとアナリティ
クスなど、主要能力の一元化が進む傾向が続いている（2021年の調査から全体で約15%
増加）。明確にしておくと、一元化の進展は単一のグローバルハブを意味するものではない。
むしろ、より繊細な意味合いがある。まず、方針やプロセスの設計の一元化と、日常的なガ
バナンスやチームの拠点の実際の一元化を区別する必要がある。次に、適切な一元化の度
合いを決定する。一元化の度合いはビジネスによって異なり、既存の組織構造（調達以外）、
事業の複雑性／多様性（例えば、事業数や属性の多様さのレベル）、カテゴリや市場の複
雑性（支出を効果的に管理するためには市場から離れず情報を間近に捉えておくことが重
要）、実現したい主要能力（例えば、ロボティック・プロセス・オートメーション（RPA）な
どの実現技術の完全かつ積極的な導入か、よりターゲットを絞った導入か）といった要素を
考慮する必要がある。

テクノロジー

Capability 
HexagonTM

インサイト

ミ
ッ
シ
ョ
ン

プ
ロ
セ
ス

統
合

人
材

テクノロジーの構成

人材（組織設計と人材戦略）

インサイト（データとアナリティクス）

プロセスと能力

統合（ガバナンスとビジネスエンゲージメント）

ミッション（戦略・計画）
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もう一つの明確な調達デザイン戦略は標準化だ。繰り返しになるが、方針、プロセス、シス
テム、およびデータの標準化は、作業負荷の変動に対応し、アジリティを高めるための戦略
としてトップに挙がっていることに留意しておくことが重要である（2021年以降、さらに増
加）。バリューオーケストレーターは、この戦略を採用する割合がフォロワーや同業他社よ
りも20%高く、より柔軟な自動化ツールや手法を同業他社の約2倍の頻度で導入しており、
ハイブリッドマネージドサービスモデルの導入率も60%高くなっている（従来のアウトソー
シング／BPOの導入率は約2倍）。その大前提となるのが、方針やプロセス設計の一元化
だ。ガバナンス自体の一元化と混同しないようにしなければならないが（前述のとおり）、
ルールを一元的に決定して、ビジネスとチームがより独立して活動できるようにすることで、
構造化された一連のパラメーターの範囲内でアジリティを高めたり、フレームワークの範囲
内で自由に活動したりできるようになるとともに、一元化されたグループからのエスカレー
ションや関与が、それが理にかなっており真に付加価値をもたらす場合にのみ行われるよう
になる。

一流の戦略と運用モデルを持つ最高の調達組織でさえ、ダイナミックで洗練されたニーズ
を満たすための資金調達や、最高の人材（またそれほどではないがテクノロジー）の獲得
と活用に依然として苦戦している。しかし、オーケストレーションは実行可能であり、主要
なビジネスステークホルダーとの早期連携と関与を起点として、調達の運用モデルに明示
的に組み込み、効果的に統合する必要がある。ビジネス（関連部門や企業幹部）を効果的
に巻き込み、信頼関係の構築とそれを活用した共通目標の設定、目標の実現に必要な支
援について調整を図れるかどうかが、資金調達への取り組みと変革を開始するゴーサイン
を得るための決め手となる。バリューオーケストレーターはこれをより効果的に行い、その
結果、より広範なビジネスの優先事項に関する意思決定プロセスに関与する機会が多く
なっていると思われる。彼らは、調達がこれらのビジネスの最優先事項に与えるインパクト
を共有し、実証する能力に長けている。

調達が常にまたは頻繁に関与していると回答した企業
ビジネス領域 バリューオーケストレーター フォロワー 意思決定の対象

ESG 100% 78% 外部のESGの管理

リスク 95% 63% サードパーティのリスク管理

Make or Buy の判断 83% 64% 製品・サービスの調達

アウトソーシング／ 
オフショアリング 95% 60% オペレーションの調達

計画立案、予算作成 93% 66% 調達実行のための支出計画
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これらを実現するために、バリューオーケストレーターは、作業的なオペレーションやプロ
セス中心の業務体制から脱却し、戦略的な業務に集中するように継続的に取り組んでいる
（図4）。依然として高止まりしているとも思える作業オペレーションへのリソース配分を減
らすことで、ビジネスエンゲージメントやサプライヤーとの連携といった戦略的活動、部門
の変革とデジタル化、さらにはステークホルダーエクスペリエンスの「マスパーソナライゼー
ション」（=個々のステークホルダーに対して製品・サービスや対応策を個別カスタマイズ
すること。ここでは、支出やサプライヤーの性質、ステークホルダーの背景などに基づいた
対応の強化を指す）など、一連の活動において焦点を絞ったオーケストレーション能力の開
発と適用へより時間を費やすことができる。

31% 28%

27% 29%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

2021 2023 （全企業）

取引 戦略

各プロセスに費やした時間 2021 2023（全企業）

取引 31% 28%

戦略 27% 29%

各プロセスに費やした時間 2023 バリュー
オーケストレーター

2023 フォロワー

取引 24% 30%

戦略 25% 39%

30%

24%

25%

39%

2023
フォロワー

2023 バリュー
オーケスト
レーター

取引 戦略

図4. 戦略業務と取引プロセスへの時間配分の比較（「オペレーション」を除く）
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バリューオーケストレーター
フォロワー

85%
71%

68%
34%

58%
44%

44%

40%

22%

15%

19%

18%

55%

50%

33%

33%

25%

23%

33%

34%

方針、プロセス、システムおよびデータの標準化

より柔軟な自動化ツールや手法
（例：アジャイル開発）

社風の転換／人材育成
（従来とは異なる思考・行動・リアクション）

オペレーションスタッフ増強
（例：派遣・臨時労働者）

部門横断的および企業横断的なチーム組成

チーム力向上のための
ハイブリッドマネージドサービスモデル

従来型アウトソーシング（BPO）

作業負荷管理の強化
（例：プロジェクトのオンボーディング／スコーピング）

クロストレーニング、インセンティブ等のサポート

シナリオプランニング、プレイブック

バリューオーケストレーターは、以下の方法で作業負荷の管理を実現している（図5）。

 •プロセス、方針、システム、データの標準化と、柔軟な自動化ツール（例：ローコード／ノー
コード、セルフサービス）や手法（例：反復的な設計／構築／実現のためのアジャイルア
プローチ）の利用

 • シェアードサービスやセンターオブエクセレンス（CoE）における共通のタスク（例：ビジ
ネスエンゲージメント、ソーシング、契約、リスク管理、分析）を効率的かつ効果的に実行
することに焦点を当てた、専門家（社内外）で構成される目的意識が高くかつ思慮深い
チームの構築

 •ターゲットとする最優先の機会に対して効果を発揮し得る外部インテリジェンスの活用
（CPOが計画しているマネージドサービスの第1位は「インサイト－データとアナリティク
スの運用モデル」に該当する）

 • 優位なポジションを守り、最新で魅力的なものを追求するといったビジネス上の課題に
対処するための取り組みとして、最大の価値を実現するための焦点を絞った変革を優先
した組織としてのオフィシャルな計画と調整

図5. 作業負荷管理のための戦略
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人材戦略

社内リスクとして最も多く挙げられている項目は、「人
材の獲得と維持」である（デジタルフラグメンテーション
の4倍）。我々の調査では、CPOの70%以上が過去
12ヵ月間に人材を確保するのに苦労したと回答している
（人材を見つけるのはそれほど難しくないと回答した企
業はわずか4%）。2023年冬のフォーチュン／デロイト
CEOサーベイでは、企業のトップCEOが直面する最大
の課題として人材を挙げており、労働市場全体の逼迫
が企業にとって懸念材料であることが明らかになってい
る3。従来の人材獲得チャネル（例えば、フルタイムスタッ
フの雇用）を通じて人材供給不足に対処することは、ほ
ぼすべての企業にとって最重要戦略となっている。調達
部門の人材はCPOにとって重要な差別化要因の一つ
であり、バリューオーケストレーターの90%は、自身の
チームが調達戦略を実現するために必要なスキルと能
力を完全に、または大部分備えていると考えているが、
フォロワーではこの割合が半数以下となっている（図6）。

ここで重要な問題は、なぜそういった差異が発生しているのか、ということだ。バリューオー
ケストレーターは、人材に関して他の組織が知らないことを知っているのだろうか。また、
他の組織とは違う取り組みを行っているのだろうか。

全く備えていない

ある程度備えている

大部分備えている

完全に備えている

バリューオーケストレーター

フォロワー

10%

3%

80%

42%

53%

2%

10%

0%

図6. 自身のチームが戦略を実現するためのスキルと能力を備えていると考えている調達リーダー
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図7. CPOが戦略を実現するために人材を確保し配置する方法

1%

5%

2%

5%

7%

8%

8%

3%

8%

9%

26%

6%

8%

65%

41%

4%

7%

3%

16%

5%

12%

8%

8%

21%

10%

10%

18%

28%

19%

21%

4%

4%

8%

9%

15%

10%

3%

16%

21%

5%

13%

23%

8%

4%

10%

1位
2位
3位

コンサルタント

社内のアジャイル要員配置

需要の高い分野の専門知識

臨時労働者

請負業者

マネージドサービスプロバイダー

新規のパートタイムスタッフの雇用

バリューオーケストレーター
フォロワー

フルタイムスタッフの新規雇用

バリューオーケストレーターは、より幅広くケイパビリティを獲得している。従来の人材モデ
ルを活用する（興味深いことに他の企業と同様の水準で、コア人材の採用や契約社員を活
用している）だけでなく、アウトソーシング4やハイブリッドマネージドサービス、その他の
オープンな人材モデルに目を向け、フォロワーの2倍のペースで必要な人材を確保するこ
とで、より多くの人材や専門知識のプールにアクセスすることを第一に考えている。これは、
能力のギャップを埋めるのに役立つだけでなく、需要の変動や品質、コストに合わせて最
適化できるという利点もある。これを確立するためには、業務・組織のデザインを前倒し
で行う必要があるが、結果的に人材獲得競争において即座に優位に立つことができる（図
7）5。業務ベースのソリューションに取り組む組織が減少する中、業務ベースのアプローチ
や人材ベースのアプローチを効果的に管理できる組織は、真の競争優位性を獲得する上で
有利な立場にある6。

たとえ今、自分が必要だと思う人材が組織にいたとしても、次の課題はその人材を維持す
ることだ。従業員の燃え尽き症候群は（少なくともオープンに議論されるようになった点で
は）真新しいものではなく、理解が深まりつつあり、現在では多くの組織が燃え尽き症候群
の課題を克服し、優秀な従業員を維持するための長期的な解決策を講じている7。新型コ
ロナウイルスのパンデミックが私たちに示したものがあるとすれば、従来考えられてきたよ
りも幅広く、間違いなく多様な労働力のニーズに対応できるようなワークライフバランスを
実現することの必要性かもしれない。こういった観点を念頭に置いて、仕事のあり方や働く
場所、働き方を早急に見直す必要性を浮き彫りにしたのである8。
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トップ企業は、様々なワークモデルの中で、従業員のモチベーションと生産性に対処する新
しい方法を開発している9。これらの企業は、部門間のマネジメントを調整し、社内外の人
材を巻き込み、管理職が思慮深く業務を配分できるようにし、従業員へのアプローチを事
業戦略と整合させている10。「より少ないリソース、時間でより多くの業務をこなす」だけで
なく、従業員は、パンデミックから抜け出し、継続的なリスクとコスト最適化に対する持続
的な需要、そして全体的なオフィス勤務への回帰傾向というストレスの多い不況環境へと
移行しつつある（興味深いことに、調査対象となったCPOの3分の2は、今後12～24ヵ
月の間に少なくとも週に2～3日のオフィス勤務への回帰を計画している）。パンデミックの
間に多くの人材が引っ越し、自分のやりたい仕事や働く場所、働き方に対する期待をリセッ
トしており、前述した回帰傾向は、従業員の疲労、やる気の低下、離職を引き起こす可能性
がある。またそれは、スタッフの重要な特性として、「レジリエンス」が（長年1位の「誠実さ」
に次いで）第2位の座を維持している主な理由でもあると考えられる。今後、CPOは柔軟
性を保ち、従業員の変化するニーズに注意深く耳を傾ける必要があるだろう。

レジリエンスは嵐を乗り切るのに役立つが、「情熱」や「好奇心」（上位2つに続いて望まれ
ている特性）のような意欲的な類の特性ではない。企業は、こうした姿勢を求めて人材を
採用し、「調達ビジネス」における適正を高めるためのトレーニングを行う。この変革には、
ソフトスキル（リーダーシップ、ビジネスパートナー、チェンジマネジメントなど）、デジタル
スキル（データ／アナリティクス：2023年にCPOの42%が最大のスキルギャップとして
挙げたのに対し、2021年は35%）、そして企業の変革を促すESGや企業の社会的責任
（CSR）などの新たな領域に関する基本的な知識や関心が必要となる。スキルベースのア
プローチに向けて組織を開発し、変革することで、組織は必要なスキルに合わせて人材計
画を立てることができるようになるのだ 11。
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コンフリクトマネジメント

感情知能（EQ）／自己認識

多様性

デジタル能力の開発（例：RPA、ブロックチェーン、IoT）

倫理的な調達

プロジェクト／チェンジマネジメント

ビジネスパートナーリング／リレーションシップマネジメント

リーダーシップ／効果的なマネジメント

ソーシング／交渉

データ＆アナリティクス（例：予測分析、データ可視化）

環境・社会・ガバナンス（ESG）

戦略的調達／カテゴリーマネジメント

総分布数

61%

52%

51%

48%

46%

41%

24%

23%

23%

23%

18%

8%

幸いなことに、ほとんどのCPOが、より多くの予算をトレーニングに投入することを計画し
ている（図8）。デジタルスキルギャップが最近よく注目されているが、トレーニングの主な
焦点は、コアソーシングとカテゴリーマネジメント（62%）であり、高度アナリティクス（50%）
やより高度なデジタルスキル（RPAや IoTなど）（23%）といったデータとアナリティクス能
力に関するデジタル関連のトレーニングは補助的な位置づけであった。スキルベースのア
プローチを採用している組織は、人材を効果的に配置する傾向が107％、ハイパフォーマー
が留まる傾向が98%高く、成長・育成に最適な場所として高い評判を得ている12。

図8. 2023年の人材育成投資分野
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人材面における最大のポイントは、バリューオーケストレーターとフォロワーが導入してい
る人材育成戦略が極めて対照的であることだ（図9）。オーケストレーターは人材獲得が困
難な場合が多いことを知っているため、より幅広い人材育成手法を考慮の上、はるかに洗
練された人材プログラムを開発している。メンタリングや一対一のコーチングだけに頼るの
ではなく、360度フィードバックや新卒プログラム、ジョブローテーションなど、より幅広い
人材戦略を導入する傾向がフォロワーの倍となっている。オーケストレーターの方がトップ
人材を確保し維持しやすいというのは、決して偶然ではないようだ。

MBA取得支援

ジョブローテーション（部門外）

その他のスポンサードラーニング

ジョブシャドウイング

オンデマンド学習プラットフォーム（例：Brainshark、Curaなど）

若手人材育成／早期能力開発プログラム

ジョブスワッピング（部門内）

新卒プログラム

一対一のコーチング

360度フィードバック

メンタリング

バリューオーケストレーター

フォロワー

87%

77%

82%
39%

74%

23%

21%

23%

27%

20%

28%

12%

7%

54%

54%

51%

46%

38%

36%

33%

21%

75%

図9. 人材育成アプローチ

デジタル化の成熟度

デジタルトランスフォーメーションは、調達における様々なチャレンジを推進する企業にお
いて、3番目に多い課題として挙げられている。調達は通常、企業のデジタル戦略自体に
影響を及ぼすことはないが、バリューオーケストレーターは同業他社に比べてデジタル戦
略に関与する傾向が3倍高い。調達部門が企業のデジタル戦略そのものに直接影響を及
ぼすかどうかにかかわらず、オーケストレーターは、より広範な企業目標を達成するために
も、調達をデジタル化する必要性を大いに認識しているのだ。

ほぼすべてのCPOがデジタル化の力を理解しており、デジタルトランスフォーメーションが
調達戦略として（サプライヤーとの連携に次いで）2番目に多く挙げられ、バリューオーケ
ストレーターの55%が「トップ3」の戦略として挙げている理由にもなっている（フォロワー
ではわずか36%）。実際、追加予算の使い道についてCPOに尋ねたところ、フォロワーは
FTE（フルタイム従業員）の雇用拡大を第一に挙げたのに対し、既に自動化を完全導入し
ているオーケストレーター（半数以上がRPAなどの次世代テクノロジーを導入済み or 現
在拡張中）は、まずアナリティクスに投資し、次に外部インテリジェンスに投資するだろうと
回答している。FTEの雇用とデータ品質の向上は同率3位であった。
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パフォーマンス（導入 vs. 提供価値）

どのテクノロジーが導入されているのか。そしてより重要な観点として、どのテクノロジーが
最大の価値を提供しているのか。アナリティクスとRPAが依然としてトップであり（図10）、
アナリティクスは記述的なビジネスインテリジェンスツール（可視化、ダッシュボードなど）
から人工知能（AI）／機械学習（ML）を活用した予測的分析／多角的分析へと進化している。
オーケストレーターは、この2つのテクノロジーをフォロワーの約3倍のペースで導入してい
る（さらに、AIソリューションをフォロワーの16倍、RPAをフォロワーの10倍のペースで完
全導入している）。また、文書（契約書、請求書など）を利用可能なデータに変換するインテ
リジェントコンテンツ抽出については、オーケストレーターの導入率が5倍近く高い。

戦略は非常に重要であるものの、中核となるデジタルトランスフォーメーションは最終的に
は実行して初めて評価されるものであるが、まだ進行中の段階にある。我々が話を聞いた
CPOの多くは、どこからどう手を付ければいいのか分からずに混乱して停滞してしまってい
たり、さらに厳しいケースでは、デジタル化を試みたにもかかわらず、それによってもらされ
るはずだったメリットを享受できなかったと述べている。

高度アナリティクス／可視化

ロボティック・プロセス・オートメーション（RPA）

予測分析

コラボレーションネットワーク

人工知能（AI）または
コグニティブ・コンピューティング

インテリジェントコンテンツ抽出

ブロックチェーン

高度アナリティクス／可視化

ロボティック・プロセス・オートメーション（RPA）

予測分析

コラボレーションネットワーク
人工知能（AI）またはコグニティブ・コンピューティング

インテリジェントコンテンツ抽出
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図10. 次世代テクノロジーの導入レベルとインパクトスコアの比較
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デジタル化の成功を阻む主な障壁について詳しく見てみると、資金や予算の不足が2番目
に大きな障壁とみなされている（データの質は引き続きトップだが、アプリケーション間の
連携不足は3位に下がっている）。おそらく最も懸念されるのは、テクノロジーへの資金調
達（調達予算総額に占める割合）が2021年の調査時の13.2%から2023年には10.9%
に減少していることだろう。テクノロジーが解決しようとしている提供価値（4番目の障壁）
を正確に定義する上で有能な調達プロフェッショナルが果たす役割と、これらのデジタル化
プログラムを理解して有意義に関与するというより広範な調達チームの能力／キャパシティ
（8番目の障壁）は、非常に重要な要素である（おそらく、我々の調査結果に反映されてい
るよりもはるかに重要だ）。テクノロジーの提供価値を適切に定義できれば、より強力で説
得力のあるビジネスケースを通じて、予算の問題に対処することができるだろう。

アナリティクスの向上から意思決定と成果の向上へ

アナリティクスは調達の中核をなすが、最終的には意思決定とビジネス成果の向上をもた
らす役割を果たす。例えば、不況下では支出抑制と価値創造が不可欠なため、CPOの
84%が支出／コスト削減の分析を有効だとしている。しかし、現在のリスク環境を考慮して、
CPOの80%がビジネスの優先課題としてリスク管理の強化を挙げており、供給リスク分
析は51%に急上昇した（2021年は35%）。

支出分析は基礎情報となるものだが、リスクと総コストをモデル化するには、より高度な分
析が必要だ。高度な供給ネットワーク情報と組み合わせることで、供給価値を発見、予測、
計画、把握、および保護することができる。これこそが、オーケストレーターがより高度なア
ナリティクスを開発している対象分野となっている。

• 価値の発見（例：コストモデリング、アナリティクスを活用した供給市場インテリジェンス、
予測分析など）

• 価値の把握（例：契約や方針の遵守状況をデジタルでリアルタイムに測定するなど）

• 価値の保護（例：供給リスク分析、コンプライアンス／不正の監視など）
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1. 需要予測の強化

2. グローバル調達に関するインサイト

3. 支出の分類と充実化

4. 自動発注

5. 請求書データ抽出

6. 契約書の作成と管理

7. リスクセンシング

8. 自動コンプライアンス監視

調達におけるAI

調達部門は過去10年間、AIにおける長い道のりを歩んできたが、その発展
と進化のスピードは、私たちがまだ想像もできない方法で私たちの生活に混
乱をもたらそうとしている。今後10年で調達の実施方法は様変わりするだ
ろう。基本的なプロセスの効率化から自律型組織の実現に至るまで、AIを活
用することで、より適切に、よりデータに基づいた意思決定を行えるようにな
るはずだ。

AIには、パターン認識からコグニティブアナリティクス、自然な言語処理まで、
様々な形態があり、それぞれの詳細は本レポートだけで書き尽くすことは到
底できない。しかし、ここではAI活用のイメージを膨らませるために、いくつ
かの例を紹介することにしたいと思う。

おそらく上記の項目の中で、近い将来、高度アナリティクス以上にインパクト
を与えるものはないだろう。膨大な量のデータを取り込んで分析することに
より、AIツールは、調達プロフェッショナルが他の方法では導き出すことがで
きないトレンドやパターンの特定を支援することができ、それによって、サプ
ライヤーの選定から契約交渉まで、より多くの情報に基づいた意思決定を行
うことが可能になる。AIの助けを借りれば、調達プロフェッショナルは、サプ
ライヤーや発注書、在庫、天気予報、契約条件、数量割引に関するリアルタ
イムの最新情報を通じて、潜在的なリスクをプロアクティブに特定し、軽減す
ることも可能だ。AIはまた、注文処理、請求書発行、契約管理などのプロセ
スにおけるワークフローを自動化することもできる。これにより、ステークホ
ルダーに対する応答性を高め、処理の品質と精度を向上させ、調達チーム
はステークホルダーやサプライヤーとのより戦略的な関係維持活動に注力す
ることができる。AIは、調達をより迅速で、より効率的な、そしてよりデータ
に基づいたものにする可能性を秘めている。
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テクノロジーアーキテクチャー

調達から支払までのS2Pアプリケーション
の戦略に関しては、一般的にERPのベース
機能と、一連のプロキュアメントプロセスシ
ステムや補完的アプリケーション等とのベス
ト・オブ・ブリードが実現ソリューションとなっ
ているため、単一の最適なアプリケーション
アーキテクチャーは存在しない。その中でも、
バリューオーケストレーターは、ERPスイー
トよりもベスト・オブ・ブリードのスイートや、
APIを利用して一元的に統合されたベス
ト・オブ・ブリードアプリケーションを好む
傾向があるだろう。ただし、オーケストレー
ターはこれらのアプリやテクノロジーを、魔
法を使って同業他社の約2倍の水準で導入
しているのではなく、戦略やテクノロジー、
変革支援をひとつに取りまとめているのだ。
戦略と変革の観点において、デジタル調達
トランスフォーメーションを実現するための
最も重要な要素は、単にプロセスの自動化
にとどまるのではなく、包括的に構築され
た明確なデジタル戦略、プロセスとデータ
の標準化（つまり単に複雑なものを自動化
するだけではない）、および専門チームや IT
サポート、チェンジマネジメントに対する投
資などの十分なサポートとリソースを具備
することである。
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主なユースケース

「オーケストレーション」を具体化するために、以下のプロセスとユースケースを考えてみよう。

要求元や予算オーナー部門が感じることのできる簡素化されたCRMのようなユーザー
エクスペリエンスを提供することは重要だが、バリューオーケストレーターは後続でやっ
て来るリクエストを単に待っているわけではない。彼らは、早い段階から多くのチャネル
にわたってステークホルダーと緊密に連携して、需要を予想、予測、および形成し（例え
ば、財務計画や統合事業計画における支出計画立案など）、ユーザーをスマートに誘導
したり、自ら進んでプロセスを実行したりしている。将来的には、柔軟な運用モデルとリ
ソースを活用して、ステークホルダーに対してますます多くの役割負担やガイダンスを推
進し、AIの有効化（スマートチャットボットなど）をサポートするだけでなく、外部の視点
からの情報を基にプロセスを積極的に微調整することも重要となる。2023年冬の
フォーチュン／デロイトCEOサーベイによると、CEOもAIテクノロジーを高度な予測分
析のための有効なプラットフォームとみなしている13。テクノロジーは、このように前もっ
てパーソナライズされたビジネスインタラクションやワークフロー管理、自動での配分／
配置決め、（内外の専門チームやCoEなどを通じた）プロセスガイダンスの他、エンド
ユーザーの「ショッピング」、迅速な調達、戦略的調達、リスクの識別、契約申請（例えば、
マスターサービス契約の作業指示書）、請負業者のオンボーディング、サプライヤー監査、
新入社員の育成といった様々なタイプの業務に対して、ストレート・スルー・プロセス
（STP）の自律的なオーケストレーションをデジタル化する上で極めて重要となるのだ。

自律的な「自走組織」を支えるには、P2Pとサプライチェーン実行の徹底的な自動化を
継続することが不可欠だ。調達部門は、取引プロセスに翻弄されている間は、規模を拡
大することも戦略的活動に集中することもできない。これが、バリューオーケストレー
ターが、取引業務に費やす24%の時間配分を11%まで削減したいと考える理由だろう。
彼らは、インテリジェントプロセスマイニング／デザイン、同業他社の3倍のペースでの
RPAテクノロジー（APIベースの統合を含む）の導入（完全導入済みまたは拡張中）、お
よび広範な次世代テクノロジーを通じてこれを実現し、それによって電子調達で80%以
上、また invoice-to-pay（請求から支払まで）で70%近く高い導入率を達成するだろう。
オーケストレーターは、ステークホルダーセルフサービス、サプライヤーの採用、データ
の質、AIまたはMLベースの機能（例えば、インテリジェントな請求書の取り込み／検
証）、ローコードなどの新しい分野など、この領域のあらゆる側面に取り組んでいる。

P2Pとサプライチェーン実行（SCE）の徹底的な自動化

戦術的な「受注管理」を超えた積極的／戦略的なステークホルダー 
エンゲージメント1

2
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カテゴリー管理をコアエンジンとした調達プロセスの拡張・向上といったこともオーケス
トレーションの一つと考えられる。カテゴリー戦略を起点に、ソーシング、調達、契約／商
業管理、サプライヤー管理、リスク／コンプライアンス管理、P2Pプロセス（システム・ガ
バナンス面含む）に至るまで、あらゆる調達業務において連鎖的な価値創出を実現して
いく。カテゴリーマネージャーの責務は、購買・調達戦略の策定を実施し、資料を収集し
プレゼンテーションするだけにとどまらない。策定した戦略を、ステークホルダーが理解
し、自らのものとして遵守できるよう、様々なプロセスやシステムにおけるモデルを構築
して具体化する必要がある。最終的には、より広義に事業組織がサプライヤーと連携し、
自分たちが欲している価値（市場投入までのスピード、プロセスの効率性、応答性、イノ
ベーション、品質など）を引き出せるようにする必要がある。次世代のカテゴリー管理の
プロフェッショナルは、行動力、粘り強さ、レジリエンスを兼ね備え、点と点を結ぶことに
長け、創造力に富み、説得力があり、かつ果てしない好奇心を持つ「価値の探求者」とな
るだろう。彼らは、アナリティクス専門家（データサイエンティスト）や深い知識を持つカ
テゴリー専門家、市場専門家のオンデマンドのサポートを受けるとともに、最新の知識
ベースや様々な能力を利用してデジタル対応ができるようになる。

プロセス拡張のコアエンジンとしてのカテゴリー管理

2023年以降に価値を解き放つためのナンバーワンの調達戦略が、まさにこの領域とな
るはずだ。ここで言及する「AIを活用したサプライヤー管理・連携向上」とは、サプライ
ヤー情報／透明性管理、サプライヤーパフォーマンス（納期、品質、コスト等）、サプライ
ヤーのリスク／コンプライアンス管理（ESG要件やデータ保護を含む規制など）、サプラ
イヤーコラボレーション（サプライヤーイノベーション、設計コラボレーション、サプライ
チェーン計画コラボレーション等）、および最新のCRMプラクティスやプラットフォーム
に類似したサプライヤー向け「オムニチャネル」エンゲージメントと自動化（プロジェクト、
ワークフロー、パーソナライズされたダッシュボード、アラート、セルフサービス等）が含
まれる。またこれらの取り組みは、調達、契約、カテゴリー管理、および様々な企業レベ
ルのサードパーティベンダー管理プロセスとの整合が必要となることにも触れておきた
い。現状、この領域は明らかに課題が山積しているが、調査対象企業全体の80～85%
が、戦略的調達と同様に根幹をなす可能性の高いこの領域において、サプライヤー関係
管理（SRM）能力を強化することを計画しており、今後非常に活性化することが予想さ
れる。

AIを活用したサプライヤー管理とイネーブルメント

3

4
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カテゴリー／サプライヤーの要件によってリスクの種類（および関連するデータソースと
方法）が異なり、それに応じたワークフロー、データ収集、分析／予測、プレイブック、
アラート、リカバリー活動などが行われる、といった複雑性を鑑みると、サプライヤーの
リスクとコンプライアンスの監視をオーケストレーションするのは非常に困難といえる。
バリューオーケストレーターはフォロワーと比較して、サプライヤーと情報共有やコラボ
レーションを行っている割合が35%高く、多層サプライチェーンを可視化している割合
が58%高い。その結果、Tier 1サプライヤーレベルの可視性が43%高く（76%対
53%）、Tier 2の可視性が130%高い（40%対17%）。バリューオーケストレーターの
65%が、各サプライヤー層を一定の強度で可視化していると回答しているが（フォロワー
では14%）、さらに彼らは供給リスクをより正確に予測するために、各サプライヤー層に
関する供給情報を掘り下げようとしている。供給リスクに関するより深いインサイトの収
集、算出、予測は、高度な監視や報告プロセスに組み込むことができるだけでなく、調
達プロセスに反映させることも可能であり、バリューオーケストレーターの75%が、サ
プライヤーリスク評価をサプライヤー調達の中核として活用している（フォロワーではわ
ずか35%）。このような外部データ主導のワークフローと同じプロセスは、ESGなどの
ようなサプライヤーの属性や規制／ルールに基づいて管理されるようなコンプライアン
ス関連の活動領域にも存在する。こういった要素を適切にまとめていくことが、オーケス
トレーションの典型的なユースケースとなる。

データ主導のパフォーマンス管理と変革プロセスおよびツールは、高度アナリティクス
（および基礎となるデータパイプラインとツール）を活用して、価値／リスク機会を洗い
出す分析（自動ベンチマーキングを含む）を継続的に供給し、機会の優先順位付けやプ
ロジェクトの形式化、KPIやターゲットの設定、リソースプランニングの他、実施と結果
の追跡／調整のオーケストレーションを行う。この能力は、AIやMLを使用した予測分
析と多角的分析を適用して、外部視点からの情報（マーケットインテリジェンスのデータ
ソース、サプライチェーンリスクコントロールタワー、サプライヤー、ニッチコンテンツ／
サービスプロバイダーからの情報など）を十分に活用し、内部システムと効果的に連携
してインサイトを生み出す。これらのマーケット情報を備えた自組織独自の業績管理ス
キームおよびシステムは、業績パフォーマンス管理プロセスやシステムと統合できるだけ
でなく、戦略的なコンピテンシーを積極的に活用し、強化するCoEグループを支援する
ことも可能とする。

データ主導のパフォーマンス管理と変革

サプライチェーン・リスク管理：サプライヤーのリスクとコンプライアンス
のワークフローをオーケストレーションする、より詳細なインテリジェンス5

6
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ビジネス全体の
サポート／組織の
サポートが不十分

変更管理能力

資金の不足

変革の取り組みに
おけるビジネスの
あらゆる側面での
包括的な
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ナンス、人事）
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その他
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アウトソーシング
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サービスの
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人材ギャップ
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36% 36%

25%

23%
22%

20%

14%
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調達変革の実現に向けて

優れた調達部門（バリューオーケストレーター）は、運用モデルの構成、人材への投資、お
よびデジタル化に対して積極的なアプローチを採ることができるが、それらを実現するため
に核となる要素として、変革そのものをリードする能力が必須であることに触れないわけ
にはいかない。変革は容易ではなく、相反する優先課題（1位）、不十分な技術（2位）、人
材のキャパシティと能力（3位、4位）、不十分なサポート、資金の不足、組織の連携不足、
変更管理能力など、実現には数多くの障壁が存在する。変革を成功させるために、CPOは
あらゆる活動に注力しなければならないのだ（図11）。

図11. 変革への最大の障壁（上位3つを選択）
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CPOは最終的に、自分だけでなくチームの運命にも責任を持つ必要がある。大胆かつ達
成可能な目標を設定し、同業部門のリーダーやチームと垣根を越えて協力する（味方を探
す）ことで、経営陣の期待を慎重に調整しつつ対処する必要がある。一気に変革を進める
ことがあまり好ましくない場合は、徐々に変革を行うことも有効な選択肢だ。根本的な問
題の解決に向けて段階的なアプローチをとることで、当然時間はかかるが、リスクを抑える
ことができる。一つだけはっきりしていることは、頭を低くして嵐が過ぎ去るのをじっと待つ
時期はとっくに過ぎており、今はプロアクティブなアクションが必要なタイミングを迎えてい
るということだ。

変革を成功させるには、プログラムの設計と実行を進める上で、主要なオペレーションモデ
ルの内容、関係性、整合性を考慮した包括的なアプローチが必要となる。ここで、取り組
みを適切な方針で進めるための道標となるような「変革指標」をご紹介させていただこう。
変革の導入においては、4つの「要件」（図12に示す、説得力のあるビジョン、広範な関与、
明確なインパクト、期待の強化の4つ）に焦点を当てることが肝要と我々は考えている。変
革成功に欠かせない具体的な成果に紐づく可視化された変革指標を用いて、取り組み自
体がどの程度積極的に管理されているかを評価する。これらの要件が満たされたとき、変
革の成功率ははるかに高くなるだろう。

説得力のある
ビジョン

明確なプログラム
目標

説得力のある
ビジネスケース 望ましい将来の成果 明確な長期

ロードマップ

広範な関与
透明性の高い
インクルーシブな
プログラムチーム

主要ステークホル
ダーへの定期的な
関与

プログラム情報の
十分な伝達

双方向のフィード
バックチャネルの整備

明確なインパクト
組織の変革が
定義／理解されて
いる

テクノロジーの変革が
理解されている

個々の役割の変革が
理解されている

新たなスキル要件が
理解されている

期待の強化 経営陣による
目に見える支援

個々のプログラム遵守
への明確な道筋

現場のリーダーによる
期待の強化

コンプライアンス違反
のパフォーマンス管理
への影響

推進指標

変
革
指
標

図12. 変革推進指標
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価値の保護
外部市場の状況は急速に変化し続けている。新型コロナウイルスの世界的感染拡大により、巣ごも
り生活を余儀なくされていたのが昨日のことのように思えるが、それ以来、想像しきれないほどの
多くの要因、出来事が世界経済に影響を与えてきた。良くも悪くもサプライチェーンがこれほど話題
になったことはない。「両親でさえ、私の仕事を理解し始めている」という同僚の冗談が聞こえてく
るほど、多くの人々がサプライチェーンに関心を持っている。

今回のサーベイでCPOの70%が「既に上昇していたリスク水準に加え、調達関連のリスク／サプ
ライチェーンの混乱が過去12ヵ月で増加した」と回答している通り、CPOは依然として明確にリス
クが存在すると感じている。調達／供給に関するリスクは全体的に増加し続けているのだが、これ
は調査結果にも如実に表れている。全体的な調達リスクが大幅に増加したと回答したCPOの割合
が、2021年調査の20%から2023年は43%まで上昇しているのだ。

多くの企業が直面する主要なリスクや課題に対処する上で、調達部門が大きな役割を果たしている
のは明白だ。おそらく、調達部門はインフレ圧力（2023年のリスク第1位であり、CEOにとっての
最大の混乱要因）に対処し緩和するためのトレーニングを最も受けている部門だろう14。景気後退
への懸念や、顧客や規制当局による要求の高まり（特にESGや ISO関連）も顕著になっており、多
くの企業はこうした分野にどのように対応し影響をコントロールするかについて、いまだ模索中だ。
これらすべてを紐解いていくと、供給リスクに関する重大かつ深刻な課題が浮かび上がってくる。

企業が挙げた過去12ヵ月間に大きな影響またはある程度の影響を与えた問題の上位2つは、コ
スト／支出リスク（インフレ）（91%）と供給不足（81%）であった（図13）。また、迅速な輸送に
かかるコストや在庫バランスの乱れ（在庫切れや在庫過多など）も、ある程度の影響（60%）ま
たは大きな影響（43%）を与えたとの回答であった。

インフレリスクは今後も続くと予想され、今後14ヵ月間におけるリスクの「トップ3」に急浮上し
ている15。2023年のサーベイでは、CPOの半数以上がインフレリスクを挙げており（図14）、
2021年のわずか4%から上昇し、複雑かつ重層的な問題となっている。インフレは単なる物価
上昇の問題にとどまらず、運転資本コストにも影響を及ぼし、さらにはサプライヤーの銀行取引
まで注視されることになる。調査対象のCPOのうち、37%が地政学的懸念、35%が景気後退
を挙げている（いずれも売り手と買い手の双方に悪影響を及ぼす）。これらの懸念は、CPOの
35%がサプライヤーのレジリエンス／供給継続性を懸念する要因となっている。高金利環境を考
慮すると、近い将来、サプライヤーの倒産が増加すると予想される（CPOの18%が、ある程度ま
たは大きな影響をもたらすと回答）。

供給の途絶を「大いに」特定・予測することができたと回答した企業は25%に過ぎず（「ある程度」
は63%）、2021年以降ほぼ横ばいとなっている。これは、特定の潜在的な原因とそれに関連す
る影響を理解しようとすることよりも、全体的なレジリエンスに重点が置かれていることが一因と
考えられる。このように、「供給の保証」が一般的に重視されるようになったことは前向きな一歩
と言えるが、それによって今後さらに構造的な課題（AIの影響など）にさらされる可能性がある。
いずれにせよ、まだやるべきことが残されていることは誰の目にも明らかだ。

サプライヤー関連のコンプライアンスも、ある程度または大きな影響を与える問題として挙げら
れている（契約不履行に関連するものが40%、より広範なサプライヤーコンプライアンス違反に
関連するものが25%）。
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以上のことをすべて考慮すると、リスクがサプライヤー選定の中心的要素となるのは理に
かなっているように思えるし、少なくともそのように仮説を立てることは自然に感じられる。
しかし現実を見ると、オーケストレーターの83%がリスクを「中心的要素」と考えているの
に対し、同様に考えるフォロワーは30%に過ぎない。フォロワーの半数以上（53%）が、リ
スクを「ある程度重要」としか考えていない。一方で良い傾向としては、調査対象となった
CPOの83%が、サプライヤーのパフォーマンスや関係管理などの基礎的な能力の強化を
計画しており、51%が供給市場インテリジェンスに重点を置いている。ただし、多層サプラ
イチェーンの可視化を実施している企業はわずか28%であり、これはTier 1以降の「高い
可視性」を有していると回答した企業が約2%にとどまっていることからも明らかである。

短期的または既知の市場リスクや問題を管理し、軽減するだけでなく、将来何が起こるか
を特定したり予測したりすること、すなわちシナリオプランニングも重要だ。多くのCPO（お
よび経営幹部や取締役会）は、新たな国際紛争の可能性が自社にどのような影響を及ぼ
すかを自問している16。サプライチェーンのどの程度が地域と結びついているのか。どの原
材料が影響を受ける可能性があるか。どのような戦略を展開すればよいのか。CPOは今、
目の前のリスクや課題に取り組む必要があると同時に、将来のシナリオについても積極的
に考える必要があるだろう。今自社がどのような立ち位置にあるのか、自問してみてほしい。

以下は、社内でも発生する可能性がある潜在的リスクである。

• 重要な人材の喪失は社内における問題のトップで、CPOの47%が大きな影響またはあ
る程度の影響があると回答している（さらに、41%が今後12ヵ月間のリスクのトップ4に
入ると予測しており、第3位のサプライヤーのレジリエンス／供給継続性との差が1%ポ
イント以内となっている）。

• 社内の複雑性（例えば、組織のサイロ化や標準化されていないプロセス）は、CPOの
32%以上が「トップ3」の課題として挙げており、これはすべての外部リスクと比較して高
く、社内における価値縮小の可能性だけでなく、より大きなリスクが見過ごされたまま目
の前のことのみに気を取られてしまうリスクも浮き彫りにしている。
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図13. 過去12ヵ月間で最も大きな影響を与えた問題

図14. 最も大きなリスクをもたらすリスクシナリオ
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これらの能力は、オーケストレーターにビジネスの透明性を高め、起こりうる事態に備え、そ
して状況の変化に対してより迅速かつ効果的に方向転換する �アジリティ� を高めるという、
競争上の大きな優位性を与える。

供給リスクだけでなく、その他のリスクとコンプライアンス要件（すなわちGRC＝ガバナンス・
リスク・コンプライアンス）についても明確な管理を行う必要がある。供給管理におけるコン
プライアンスの側面は、ESG規制対応に伴う環境・社会要件と高い関連性を持つという点
もあるため、CPOの強い関心事となっている。世界は温暖化が進み、不安定さと複雑さが増
し、二極化し、規制が強化され、供給不足（さらに価格高騰）に陥っているという事実に向き
合う必要があるのだ。

一方で、多くの調達組織がこれらの問題への対応を急いでいる点は、一つの良いニュースだ
と言える。供給リスクの軽減やインフレリスクへの対策だけでなく、ESGなどの新たな要件に
も対応している組織も多い。ESGは現在、企業が取り組むべき優先課題の中で業務効率化
に次いで第2位となっており、CPOの80%以上がこの2つを優先事項として挙げている。
ESGは、意思決定において調達が積極的かつ影響力のある役割を果たしている分野のトップ
であり（企業の85%）、次いで企業のリスク管理とFP&A=財務計画・分析（約70%）となっ
ている17。これらのトピックでサプライヤーが果たす役割を考えると、サプライヤーとの連携
がCPOにとって最も価値を高める戦略であることは驚くことではないだろう。この分野に重
点を置いていない企業は、ESG対応の能力をさらに強化する方法を再検討するとともに、製
品設計の選択に影響を与え、代替材料やサプライヤーを見極めるために、グローバル調達戦
略全般を見直して需要を形成し、リスクプロファイルをさらに最小化する方法（これは第3の
優先事項に挙げられている）をプロアクティブに検討する必要があるだろう。

長期的なレジリエンスの構築という点において、バリューオーケストレーターは非常にプロ
アクティブだと考えられる。彼らはフォロワーよりもはるかに高い割合で、複数の主要なレ
ジリエンス能力を強化することを計画している。

バリューオーケストレーター

フォロワー
※価値提供プロセス全体を可視化すること、
またはそのツール

サプライヤーパフォーマンス
／関係管理

供給市場インテリジェンス
 （リスク以外）

コンプライアンス監視／不正監視

シナリオモデリング／プランニング

多層サプライチェーンの可視化

バリューストリームマッピング※（VSM）
／コストモデリング

契約の監査／分析

 アジリティ／人材配置の強化

運転資本管理

ない／該当なし

88%

65%

38%

38%

50%

44%

46%

28%

29%

20%

1%

71%

29%

31%

22%

16%

8%

10%

25%

10%

10%

16%

電子調達／電子ソーシング

図15. サプライヤーのレジリエンス構築のための重点投資分野
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環境・社会・ガバナンス（ESG）
ESGへの対応は、CPOが対応すべき重要な経営幹部の課題であり、CPO自身の能力・
専門性を発揮すべき分野であることは間違いない。コスト、レジリエンス、ESGなどの要素
のバランスを取るために、サプライヤーとの関わり方や連携方法を刷新することも、それら
の活動の一環に含まれている。コスト削減が利益貢献にフォーカスしたものであるのに対
し、ESGは地球と人間にフォーカスしている。サプライベースにおける当該領域への投資
を適切に行うことで、カテゴリーの経済性を再構築し、あらゆる購入対象について、長期的
なレジリエンスやコストベースを改善することができる。確かに、短期的なトレードオフはあ
るが、長期的なコスト目標の達成に資するものといえるのだ。

環境に関連する科学的な指標や目標を定量化するため、様々な金融規制の枠組みや基準
が出てきている。そういった背景の中、米国および世界的な規制圧力により、企業はあらゆ
る角度からESGを検討せざるを得なくなってきた。今後のSEC（米国証券取引委員会）の
決定、排出量に関するEUの現行規制、バリューチェーン上流の人権に関する規制などへ
の対応も必要となる。こういった状況下で価値を提供するための調達の役割は、規制の
ベースライン遵守のような狭い範囲を対象とする場合もあるが、炭素効率性の高いサプラ
イヤーの特定や、多層（n層）サプライチェーンや供給確保に対する「隠れた」リスクの理
解とサプライヤーベースのレジリエンスの向上、イノベーションを推進して部品や製品の長
期的なコストカーブを抑えるための業界コンソーシアムの構築など、他にも多くの意味が含
まれていることを認識してほしい。これは単なるコンプライアンス活動とは程遠く、本質的
にコストと相反するものでもない。つまり、サステナビリティを「常にコストが高い」と考え
ている組織は、長期的な価値ではなく短期的な価値にばかり目を向けすぎている可能性が
あるということだ。

価値重視の考え方を採用することは、供給サイドの変革イニシアチブに拍車をかけるため
に企業戦略を利用するという調達のアプローチに適している。ここで言う供給サイドの変革
イニシアチブとは、サプライヤーとの連携（63%の企業がESGイニシアチブにおけるサプ
ライヤーベースとの連携を挙げている）や、直接材、輸送、エネルギー／ユーティリティ、
設備、不動産、出張、車両などの支出カテゴリーに関するイニシアチブのことである。CPO
はプロアクティブでなければならない。経済的利益の測定は当然すべての営利企業で行わ
れているが、ことサステナビリティ領域の測定となると、40%のCPOは自社の調達組織が
一連のESG要素を定義または測定していないと述べており、ある程度測定していると回答
したのは60%となっている。サプライヤーに特定のESG基準を満たすよう要求している割
合がCSOの46%にとどまる18ことを考えると、CPOは常にCSOや取締役会メンバーに
対して繰り返しコミュニケーションを取るべきである。
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まずは何をどのように測定するかを知ることが、
欠かせない出発点だ。排出量の分野では、GHG
プロトコルがその目的に有用であり、二酸化炭素
排出量の測定方法に関する非常に具体的なガイ
ダンスと道筋が提供され、排出量における事実上
の「基準」となっている。より広い意味では、
MSCIやEcoVadisなど、多くの格付け機関が
ESGフットプリントの測定を行っており、森林破壊
のないパーム油、持続可能な漁業慣行などを認
定するサブセクター／製品別の組織も多く見受け
られる。

ESGの「社会的」側面に関しては、サプライヤー
の多様性、公平性、包括性（DEI）が重点な焦点
の一つとなっており、単なる社内での取り組みに
とどまらず、サプライヤーベース内および全体の
多様性（例えば、女性やマイノリティが経営する
企業など）にも目を向けている。この点が、規制
および地政学的コンプライアンスがより広範な
ESGトピックにおいて調達が貢献している分野と
してCPOの間でトップに挙げられている大きな理
由だ。また、ここで重要なのは、DEIやサプライ
ヤーの多様性に関する規制が国によって異なるこ
とだ（例えば、米国における「多様なサプライ
ヤー」の定義は欧州とは異なり、この概念を全く
定義していない国もある）。サプライヤーの多様
性は、主に米国が焦点を当てている（または顧客
に義務付けらている）規制の領域であり、欧州と
は範囲・粒度に違いが見られるようだ。このこと
は、調査対象となった米州のCPOのうち、自身
（およびその調達組織）にとって多様性とは何か
を定義できていないCPOがわずか14%であるの
に対し、調査対象となった欧州企業ではこの割合
が40%であることからも明らかである。逆に、米
国企業のほぼ3分の1（31%）は、ESG関連の報
告イニシアチブに参加していない（欧州企業では
17%）。

CPOがデロイトのリサーチやイン
サイトを活用して同僚や経営幹部
と連携するための部門横断的な
ESGタッチポイント
• CFOが読んでいるESGインサイト：

CFOの33%はサステナビリティの
指標を設定していないが、71%は
「サステナビリティを金額に換算す
る」ことを目指している19

• CSOが読んでいるESGインサイト：
調査対象企業2,000社のうち46%
が「サプライヤーやビジネスパート
ナーに対しサステナビリティに関す
る特定の基準を満たすよう要求して
いる」20

• 人材に関するESGインサイト：

 – デロイトの調査によると、ミレニ
アル世代の3人に2人は、やりが
いを見つけられない場合、また
は現在の仕事に利益以外の目標
がないと感じた場合、仕事を辞
めるつもりである21

 – デロイト グローバル 2022年 Z・
ミレニアル世代年次調査によると、
Z・ミレニアル世代の従業員の
36%以上が、自分の価値観と合
わないことを理由に仕事や担当
業務を断ったことがある。また、
回答者の約半数が勤務先に対し
て気候変動に対する行動を起こ
すようプレッシャーをかけたこと
があると述べている22

 – 最高体験責任者（CXO）の実に
62%が、利益を拡大することと
同じくらい積極的に利益を還元
することに注力していると回答し
ている23
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調達部門は、排出量と廃棄物の削減に関連するサステナビリティに強い関心を持っており、
注力すべき分野と認識していると思われる。CPOの62%は気候変動の緩和を目標として
いるが、72%はコスト削減と市場の需要に対応するための廃棄物削減と材料の循環性に
取り組んでいる。現在進められている主要な報告イニシアチブは、GRI（41%）、SBTi
（41%）、CDP（35%）、GHG Protocol（23%）等である。ネットゼロにコミットしている
企業の73%はスコープ1と2を対象としており、44%はスコープ3のGHG排出量も対象
としている。

GHG排出量の予測、追跡、削減、および一部の長期目標に関連するより幅広い一般的な
ESG対応に関しては、まだ始まったばかりである。しかし、各企業は、経済的コミットメン
トをはじめ、ESGへの取り組みを強化しており、バリューオーケストレーターの28%近くが、
今後12～24ヵ月間で予算の3%以上をESGに投入する意思があると回答している。その
一方で、同時期にESGに予算の3%以上を投入する意思があると回答したフォロワーはわ
ずか7%にとどまる。これまでの議論から、今後の予算計画として、評価、可視化・報告プラッ
トフォームの開発、サプライヤー投資ファンドやコンソーシアムの設立、コア人材、プロセス、
コンサルティング／変革支援などへのESGの組み込みといった分野に多くの資金が投入さ
れることを示唆している。
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今後に向けて
今後、世界のビジネス環境は、不安定、不確実、複雑、かつ曖昧なものとなることが予想
される。運用モデルの開発や必要な人材への投資とアクセス、意思決定とその実行を支援
するデジタルケイパビリティの実現などが、勝ち残る企業とそうでない企業の明暗を分ける
ことになるだろう。現在の転換期にプロアクティブに対処し、変革に必要な投資を行うこと
ができる調達組織と、そうでない調達組織との間で、パフォーマンスと能力のギャップが拡
大することが予想される。現在の状況や、次に何をすべきかを整理できるよう、思考を促進
するための質問リストを以下にまとめた。

1 業務（プロセスやシステム）の標準化にどのように取り組んでいるか。

3 取引業務の一元化やCoEベースの重要な能力（例えば、アナリティクス）の強化を
図るための運用モデルの変革は、どのようなメリットをもたらすか。

4 社内の人材育成プログラムにどのように投資しているか。また、より幅広い人材育成
戦略の活用を拡大しているか。

2 どのような人材ニーズとギャップがあり、どのような専門性が不足しているか。また、
必要に応じて重要なスキルや能力にアクセスするために、どのようにハイブリッド人
材モデルの活用を拡大したらよいのか。

5 S2C（ソーシングから契約まで）ライフサイクル全体で契約ライフサイクル管理の統
合を実現したか。実現した場合、スピード、効率、品質、コンプライアンス、リスク管
理の点で、どのようなメリットがあったか。

6 どのようなサプライヤー関係管理（SRM）計画を策定するか（顧客関係管理（CRM）
が参考になる）。また、主要サプライヤーとの状況共有やプラットフォームベースの
ワークフロー管理ツールの使用により、信頼関係を強化し、メリットを享受するには
どうしたらよいか。

7 目的に合ったワークフローソリューション、シングルエントリーポイント、および設計
に反映させるためのユーザーペルソナを考慮しながら、どのようにワークロードの受
け入れや優先順位付け（時期や方法）を管理するか。

8 （目標とする価値に結びついた）強力なデータ戦略を持っているか。また、それを技術
ロードマップに反映しているか。逆に技術ロードマップをデータ戦略に反映しているか。

10 現在どのようなESGプログラムを実施しているか。必要とされる透明性が確保され
ているか。またそれは十分に意欲的なプログラムか。

9 従業員の効率性と有効性を高めるために、どのようにアナリティクスやAI、MLを強
化したらよいか。2～3つの強力なデジタル活用事例を検討する。（小さく始め、迅速
に行動し、大きく考える）。
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特に変革疲れに陥っている組織では、これらの問いに取り組むのは容易ではないだろう。
しかし、変革の障壁を乗り越えるには、複雑なオーケストレーションを行う能力を今まで以
上に高めていく必要があり、そうすることで、ビジネスリーダーの共感を得られるような投
資対効果にフォーカスし、リーダーや他のステークホルダー（サードパーティパートナーを含
む）の個々の期待に応えられるようなポジションを確立することができる。さらに、調達を
組織のリーダーとして位置づけ、より意図的に設計された目的に合った運用モデルによっ
て価値提供をまとめてオーケストレーションし、改善していくことも必要となる。

我々は、何百人ものCPOから過去12ヵ月間の素晴らしい成果（主に、変革や組織理解の
向上、サプライヤーエンゲージメント強化に関する成果）について見聞きしてきた。彼らと
そのチームが直面した背景や課題を考えると、それらの成果は特に注目に値する。彼らは、
今後の道のりが容易でないことを強く認識しており、リソース問題に対処し、市場と業務を
可視化し、世界で起こりうる無数の出来事を普段から注視しそれらに備えなければならず、
穏やかに夜も眠れない状況が続いている。しかし、CPOは総じてタフで楽観的であり、多く
の場合、ボラティリティがもたらすチャンスに興奮し、ESGの課題に有意義に貢献し、調達
の影響範囲を拡大し、より良い方向に変化を推進することに意欲的だ。調達のプロフェッ
ショナルになるのにこれ以上適した時期はないのかもしれない。私たち全員が次にどういっ
たアクションを選択するかによって、今後何年にもわたる調達というプロフェッションの未来
が形作られることになるだろう。
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�Making an impact that matters� をパーパス（存在理由）として標榜するデロイトの45万人超の人材の活
動の詳細については、www.deloitte.comをご覧ください。

本資料は皆様への情報提供として一般的な情報を掲載するのみであり、デロイト トウシュ トーマツ リミテッド 
( �DTTL� )、そのグローバルネットワーク組織を構成するメンバーファームおよびそれらの関係法人が本資料を
もって専門的な助言やサービスを提供するものではありません。皆様の財務または事業に影響を与えるような
意思決定または行動をされる前に、適切な専門家にご相談ください。本資料における情報の正確性や完全性
に関して、いかなる表明、保証または確約（明示・黙示を問いません）をするものではありません。またDTTL、
そのメンバーファーム、関係法人、社員・職員または代理人のいずれも、本資料に依拠した人に関係して直接
または間接に発生したいかなる損失および損害に対して責任を負いません。DTTLならびに各メンバーファーム
および関係法人はそれぞれ法的に独立した別個の組織体です。
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